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論 説
中国における債権者代位権の基礎的研究










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(16) 中国農業銀行 平市支行が 平市双洋供銷社等を訴えた取消権・代位権案（一
審判決書：福建省龍岩市中級人民法院（2001）岩経初字第083号）。
(17) 鄭某と陸某との債権者代位権紛糾案（上海市徐 区人民法院民事判決書
（2010）徐民一（民）初字第7122号）。
(18) 李殿軍等と中国大地財産保険股份有限公司嘉善支公司との債権者代位権紛糾案
（浙江省嘉興市中級人民法院民事判決書（2011）浙嘉商終字第293号）。
(19) 鄭州鴻林焦鉄有限公司と開封賽普空分集団有限公司との債権者代位権紛糾案
（河南省開封市中級人民法院民事判決書（2011） 民終字第419号）。
(20) 施某と陳某との債権者代位権紛糾案（上海市第二中級人民法院民事判決書
（2011） 二中民一（民）終字第1383号）。
(21) 上海財圓工貿有限公司と浙江舜傑建築集団股份有限公司との債権者代位権紛糾
案（浙江省紹興市中級人民法院民事判決書（2011）浙紹商終字第145号）。
(22) 駱某と陸某等との債権者代位権紛糾案（上海市徐 区人民法院民事判決書
（2010）徐民一（民）初字第7114号）。
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訟を提起したことは、法律の規定に符合
(23)
する」。
関連する裁判例は以上に尽きる。債務者が第三債務者に対する債権の行
使を怠ることにより「債権者に損害を与える」の意味が、債権者に不利益
を与えさえすればそれに該当するのか、それとも債権者の債権の実現を不
可能にすることを求めるのか、その明確な判断を示す事例は存在しなかっ
た。ただ、上記８例から見る限り、一応、後者の狭義説の立場をとってい
るように思われる。いずれの立場をとるとしても、債務者が原告の債務を
弁済できないことの立証は原告が負うことになる。しかし、この証明責任
が裁判上争点となった事例は一例もなく、裁判例全体を通してみた限り、
無資力要件が実際の裁判で自覚的に問題とされている事例は存在しなかっ
た。この点で、債務者の無資力要件がしばしば裁判で争点をなしている債
権者取消権とは異なる。
(６) 一身専属権の範囲について
1999年契約法司法解釈12条によれば代位権の行使を許さない「債務者自
身に専属する債権」として「相続関係にもとづいて生ずる給付請求権」
「生命保険、人身損害賠償請求権」を掲げている。中国の裁判例を見てい
くと、相続関係にもとづいて生ずる給付請求権につき、異常なケースでは
あるが、代位権の行使を認めた裁判例が存在しないわけではない。また、
人身損害賠償請求権が認められた裁判例も存在する。
家産分割と相続は異なる。相続は個人の私有財産の継承の問題であり、
分割は共同所有関係の終了に伴う分割の問題である。相続については、中
国法も相続法［継承法］が定められている。それに対して家産分割につい
ては、明文の規定はない。ただ裁判例を見た限りでは、均等分割以外の例
を見出すことはできなかった。そして、家産分割と代位権の行使の関係に
ついては、債務者を含む複数人による共同所有物の持分額確認のため債権
(23) 栗俊玲等と董希風等との債権者代位権紛糾案（河南省南陽市中級人民法院民事
判決書（2010）南民一終字第631号）。
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者が代位権を行使する事例が存在することは、先に見たとおりである（そ
れが、代位権紛糾案件に括られているが、実際には代位執行申請であること、
しかし、裁判所は代位権に関する契約法73条を適用していること、既に述べた
とおりである）。
相続と分割は全く別物で、相続関係にもとづく給付請求権については代
位権行使は全く認められていなかったかというと、そうとも言い切れな
い。例えば栗俊玲等と董希風等との債権者代位権紛糾案（河南省南陽市中
級人民法院民事判決書（2010）南民一終字第631号）はその一例である。
事件の概要
原告ABの子 Cは Dの傷害行為により死亡し、Dは死刑判決を受け、
執行された。ABは刑事付帯民事訴訟に基づき、Dの親族の EFに対し
て、Dが賠償すべき付帯民事訴訟賠償額265，981、8元を返還するように裁
判所に求めた。
原審判決
Dと EFは当該不動産に対して共有関係を形成し、現在、重大な事由に
よりこの共有財産に対して家産分割を行う必要がある。Dが債務を履行で
きないとき、Dの賠償権利者として、原告ABは代位請求できる。Dは
共有財産に対して三分の一の持分額を有する。上記財産持分額は不動産共
有者である EFによって原告ABに支給されるべきである。
これに対する被告側の抗弁
本案は相続権に基づいて生ずる給付請求権であり、すべて債務者
（EF）自身の債権に属する。契約法は明確に債務者自身に専属する債権で
あることを規定しており、代位権の請求権から排除される。
二審判決
二審において上訴人（EF）が提出した証拠によれば、Eの夫であった
Gが Gの母親Hより早く死亡し、Hの相続人が相続を主張し、且つ当該
事実は既に本院で認定された。したがって、Hの相続人は Gの遺産の転
移相続権［転継承権］を有する。すなわち257，856、11元の遺産価値は D、
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H、E、（ほか１名）の四人の相続額である。二審での上訴人（EF）が新た
な証拠と主張を提示したことにより、（原審）判決を変更しなければなら
ない。本院は裁判委員会での討論と決定を経て、最高人民法院の司法解釈
「相続法を貫徹執行するうえでの若干の問題に関する意見」53条、民事訴
訟法153条１号、３号の規定により、以下のように判決する。一、南召県
人民法院（2010）南召民一初字第91号民事判決を取り消す。二、EFは本
判決の効力が生じた後15日以内にABに85，211、02元を支払え。（以下略）
上記司法解釈53条は「相続開始後、遺贈を受ける側が遺贈を受けること
を表示し、且つ遺産分割前に死亡したときは、その遺贈を受ける権利は他
の相続人に転移する」という規定である。本案では、相続関係に基づいて
生ずる給付請求権の債権者による代位行使が認められている。
次に、人身損害賠償請求権の代位権行使の例としては、杭州市蕭山区第
二人民医院が天安保険股份有限公司紹興県支行等を訴えた代位権案（一審
判決書： 江省紹興県人民法院（2008）紹民一初字第4031号、二審判決書：浙
江省紹興市中級人民法院（2009）浙紹民終字第293号）が
(24)
ある。
事件の概要
原告甲（杭州市蕭山区第二人民医院）の主張：被告乙と姓名不詳の丙は交
通事故を起こし、丙は本病院で治療を受けるも死亡。その医療費は
78，677、48元であった。乙は２万元を払ったが、まだ58，677、48元残って
いる。甲は乙にたびたび支払を求めるも、乙は支払を拒絶。別途調査した
ところ、乙の事故を起こした車輛は被告丁（保険会社）の第三者責任保険
に加入している。丙は治療費を払っていないが、乙は丙に対して法定の賠
償責任を負っている。丁も保険契約にもとづき丙の医療費を含む関連損失
に対して賠償義務を負っている。丙の相続人が債権を行使できないとき
は、客観的に乙丁の財産は消極的に増加し、不当利得を構成する。原告甲
は被告乙丁の不当利得の損失方として、法により乙に対して医療費及び書
(24) 本裁判例は、国家法官学院・中国人民大学法学院編『中国審判案例要覧』
（2010年民事審判案例巻）、172～178頁による。
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類調査費用合計58，777、48元、丁に対しては保険責任の範囲内で責任を負
うように要求する。
この請求に対して一審は原告の主張どおり民法通則92条の不当利得を適
用し、乙に対しては28，677、48元、丁に対しては50，000元の支払を命じ
た。この判決を不服として丁は上訴し、そのさい、本件は不当利得に当た
らないと主張した。二審はこの不当利得の問題に言及せず、債権者代位権
の適用例と判断した。
二審（紹興市中級法院）の判決
本案の主要な争点は、甲は患者（丙）死亡後、交通事故の責任を有する
もう一方の当事者、すなわち本案の上訴人丁に対して丙未払いの医療費の
求償権を行使できるかどうかという点にある。本案は債権者代位権制度の
医療サービス契約紛糾案件での適用の特例をなす。…本案では、乙は丙を
負傷させ、双方の間で人身損害賠償の債権債務関係が形成され、丙は乙に
対して医療費を含む損害賠償請求権を有している。しかし、丙は死亡した
ため、その相続人が法により不法行為者に対して権利を主張できるはずで
あるが、その相続人を見つけ出すことができない。その結果、丙の法定の
権利は客観的には存在するも、行使ができない。甲は独立採算の経営体で
あり、医療費を支払う者がいない状況のもとで、被害者に治療を施してお
り、その行為は肯定されるべきである。甲と丙との間で医療サービス契約
関係が形成されており、甲は当然丙に対して医療費用の支払を求める権利
を有し、丙に対する債権を有する。丙は死亡し、その相続人も見つけ出す
ことができない。そのため、（丙及びその相続人は）訴訟方式又は仲裁方式
を通じてその債務者（丁）に権利を主張することができず、客観的に“行
使を怠る”の要件を具備しており、当然、甲はその債権請求権を代位して
取得できる。もちろん、最高人民司法解釈「契約法適用若干問題に関する
解釈」（一）12条の規定によれば、人身損害賠償請求権は“債務者自身に
専属する債権”である。この規定の目的は、債務者の自主的選択権を保障
する、すなわち当該請求権を行使するか、またどのように行使するかは債
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務者自身が決定するということである。しかし、現在の問題は、被害者で
ある丙が客観的にこの権利を行使できないということである。もし法律的
救済の手段の欠如のために病院が直接交通事故の責任者に求償権を行使で
きないとなると、事故の責任者及び保険会社は賠償責任を負わなくてもよ
いということになり、これは明らかに公平原則に反する。債務者の意思の
自治の保護と社会の公平な取引秩序の保護との間で価値の衝突が存在する
ときは、価値を取捨選択し、後者を重視すべきである。債務者の権利の性
質は社会的公平価値追求の保護に影響を及ぼすべきでない。甲には代位権
により乙を訴える権利を有する。乙は車輛事故の第三者責任保険に加入し
ており、丁は保険の限度額の範囲内で直接賠償責任を負う。」
人身損害賠償請求権は一身専属権ではあるが、その趣旨は、請求権を行
使するかどうかは債務者の選択に任されるということであり、債務者が選
択権を客観的に行使できないときは、公平原則にもとづき、代位権の行使
が認められるというのが、本裁判所の判断である。
結 語
中国の債権者代位権の行使について、裁判例から窺える中国の債権者代
位権行使の法の運用状況は以下の通りである。
①契約法73条に言う債務者の第三債務者に対する「債権」を司法解釈は
「金銭給付を内容とする債権」と限定しているが、裁判例によれば、この
司法解釈が貫徹されている。その結果、もっぱら代位権行使の債権者の債
権を優先的に保護するという機能のみを果たしている。
②強制執行法と債権者代位権は範疇的には別物と説明されているが、実
際には、強制執行の過程（その前提ではない）で代位権が行使されており、
両者は有機的に一体として運用されており、両者の垣根は高くない。この
ように考えると、上記①にもかかわらず、金銭給付債権のほかに、代位権
行使対象の中に強制執行法上の代位執行申請権が唯一の例外として含まれ
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ると解すべきである。
③債務者の第三債務者に対する債権が金銭債権に限られているとした場
合、日本法ではいわゆる無資力が要件とされる（通説）が、中国でも「債
権者の債権を害う」ことが一応要件とはされている。しかし、裁判例を見
る限り、それが争点となっている事例は存在しなかった。
④債権者代位権の行使が認められない一身専属権について、債務者が死
亡しているという特殊な状況のもとで、例外的に債権者による代位権の行
使が認められることはあった。
150例余の裁判例から筆者が提示できる結論はせいぜい以上の四点に止
まる。筆者の債権者代位権に関する理論認識がもっと深まれば、裁判例の
分析の中から、また別の様相が見えてくるかもしれない。しかし、少なく
とも、中国の債権者代位権が、実際には、債務者の責任財産の保全を目的
とするものでは全くなく、偏へに代位権行使者の債権保護を目的とするも
のであることだけは確かである。
本稿は文部科学省科学研究費（基盤研究 C「中国契約法の理論と裁判例の総
合的研究」）による研究成果の一部である。
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